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研究成果の概要（和文）：通信放送法制は2010年に改正されたが、放送規律に改正前後で大きな変更はなく、憲法上問
題だといわれてきた放送番組に対する内容規制（政治的公平や事実を曲げないなど）および大臣による監督の仕組みは
維持された。先進国では番組規制をするにあたり、政府から独立した機関がその監督をしている。表現の自由の観点か
らは、大臣が監督するなら番組の内容を放送法で規律すべきではなく、放送事業者の自主的対応を尊重すべきである。
もし番組内容を放送法で本格的に規律し、それを監督する機関を設置するなら、政府からの独立性を確保すべきである
。これまで通りに近代法を和風に着こなすか、洋装に変えるのか自覚的選択が必要である。

研究成果の概要（英文）：We can not justify the special regulation of broadcasting in the era of 
full-digitization. Especially content regulation! The self-regulation is very important for freedom of 
speech in the japanese broadcasting law.

研究分野：憲法学
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
 2010（平成 22）年、日本の通信放送法制
は、技術の進展、とりわけデジタル化の進展
に対応した制度の整備・合理化を図るため、
大きく改正された。総務省は、この改正を
1950（昭和 25）年に放送法と電波法が制定
されて以来、最大の改正であると位置づけて
いる。新放送法では「放送」の定義も、無線
通信だけでなく、「公衆によって直接受信さ
れることを目的とする電気通信の送信」と改
められた。また、「放送」は、地上波と衛星
による「基幹放送」と有線による「一般放送」
に区別されることになった。 
ただし、この改正が総務省がいうほど大き
な改正と言えるのか、通信の分野はともかく、
放送の分野については疑問があった。学説に
おいては、今回の改正はそれまであった放送
を規律する４つの法律をひとつに統合した
だけであり、放送に対する法的規律のあり方
にそれほど大きな変更はなく、番組編集準則
による内容規制と大臣による放送の監督な
ど表現の自由の観点からみて重要な問題の
解決は先送りされたという指摘さえみられ
た。私自身も、従来、通信放送法制が抱えて
いた憲法上の問題は、2010 年改正によって
まったく解決されていないため、それまで行
ってきた研究を発展させ、通信放送法制のあ
り方について引き続き憲法上の検討を加え
ることが必要であると考えていた。 
 
２．研究の目的 
 2012（平成 24）年度からの３年間におけ
る研究の目的は、具体的には以下のようなも
のであった。 
(1)放送規制の中で憲法の観点から最も問題
視されてきた番組編集準則、とりわけ番組に
「政治的公平」を要求する規定について研究
を行うこと。 
番組編集準則は、新放送法にそのまま引き
継がれた。適用される対象となる「放送」の
範囲にも変更はなかった。しかし、通信技術
が発達したフルデジタル時代のメディア環
境において、番組の内容を規制し、それを総
務大臣が監督するという仕組みを憲法上正
当化することは難しいと思われる。そこで、
番組編集準則の廃止も視野に入れて研究を
行うこと。 
また、地上テレビなどに対する総合編成の
要求について、新放送法が採用した番組種別
の放送時間を集計し、公表する義務について
表現の自由の観点から検討すること。 
(2)前の論点とも関連するが、先進国の多くは
政府から独立した機関が放送事業者を監督
している。ところが、日本では放送行政は総
務大臣の権限とされている。このような状況
で、上記の番組編集準則は自主規制のための
ガイドラインとして、訓示的・倫理的意味し
かもたないと合憲解釈する必要がある。現行
の監督の仕組みの下、そのような解釈の必要
性を明らかにすること。 

 また、そのような解釈をする際には、番組
編集準則の要求を放送事業者が自主的に守
っていくための自主規制の仕組みも必要に
なる。そもそも放送法は、放送事業者の自律
を重視し、法的規制を課すよりも、放送事業
者の自主的な対応による番組の適正化を促
進するという手法を採用してきた。その仕組
みを再確認し、そこにいかなる問題があるか
を明らかにすること。 
(3)公共放送のため特殊法人として設立され
た日本放送協会（ＮＨＫ）について、フルデ
ジタル時代におけるあり方を財源や活動の
面から検討すること。 
(4)通信と放送の融合はフルデジタル化によ
ってますます進展する。新放送法が採用した
「放送」の定義によって、「放送」と「非放
送」を上手く区別することができるのか、「放
送」の範囲が改正前より拡大されるおそれは
ないか、などについて検討すること。 
 
３．研究の方法 
 きわめて複雑で変化の激しい通信放送事
業の実態を把握するため、書籍や雑誌を通じ
てだけでなく、実際に通信放送事業に携わっ
ている人たちをインタヴューして通信放送
事業の動向を把握する。また、欧米先進国の
法制度のあり方も視野に入れ比較法的検討
も行う。 
 
４．研究成果 
(1) 法的規制と自主規制の関係 
2012 年度は、放送法の下、総務大臣による
放送行政と放送事業者による自主規制の関
係について検討を加え、その成果をドイツ語
論文にまとめてドイツにおいて発表した。ま
た、この研究成果をさらに発展させ、2014 年
度には、独立した監督機関の下で国民の知る
権利を充足させるため法的規制を通じて放
送における意見多様性確保を目指してきた
ドイツとの対比を通じて、大臣による監督の
下、放送における意見多様性の確保を、放送
の国家からの自由に配慮して放送事業者の
自主的対応に委ねてきた日本の放送法制の
特徴を明らかした。 
日本の放送法の番組規律の仕組みは、他国
と比べると、例外的な場合を除いて自主規制
に委ねられており、法目的の達成手段として
自主規制が採用されており、自主規制といっ
ても放送事業者だけでなく、有識者によって
構成される番組審議機関に媒介された公衆
との相互関係においてそれが行われるもの
とされているところに特徴があると指摘さ
れている。 
日本では1950年に制定された放送法が1959 
年に改正され、放送事業者に番組審議機関の
設置が義務づけられた。当時、放送事業者は、
この義務づけについて「局の自主性に任せる
べきだ」と抵抗したが奏功しなかった。ここ
で放送法が採用した手法は、近年、インター
ネット規制の分野で活用されはじめた「規律



された自主規制」の一類型ともいえる。ただ
し、番組審議機関の仕組みは、現存する類似
の仕組みと比べても国家介入の程度がかな
り低く、「比較法的にみると独特なものであ
り、放送番組規制の『日本モデル』」だと呼
ばれている。 
このような特徴の背景として、政府から独
立した監督機関が設置されておらず、独任制
の大臣が放送行政を担当してきたという日
本独特の事情もある。2009 年の政権交代後、
民主党政権は、通信放送分野において独立行
政委員会を新設する動きを見せたが、最終的
には従来の仕組みを維持することで決着し
た。日本モデルを維持するとの合意があらた
めて成立したといえる。 
ところが、新放送法の下、総務省は放送行
政の権限をこれまで以上に強化しようと企
図しているようにみえる。しかし、それでは
日本モデルの特徴は失われてしまいかねな
い。 
放送を通じて視聴者に提供される情報の多
様性が国民の知る権利に奉仕するとしても、
それを法的規制と監督機関によるチェック
によって確保するのか、それとも放送事業者
による自主規制と番組審議機関を媒介とす
る視聴者との相互関係によって確保するの
か、表現の自由の観点からみて両者の相違は
大きい。もし法的規制の途へ進もうとするの
なら、監督機関のあり方もあわせて検討する
必要があることを指摘した。 
(2) 番組編集準則の合憲性 
 また、３年間を通じて、番組編集準則の合
憲性についてのそれまでの研究を発展させ、
合憲限定解釈による合憲説と、法的規制であ
ることを前提とする違憲説には大きな違い
がないことを指摘し、総務省が法的規制であ
るとの解釈に基づいて放送番組に対する監
督を行うのなら、憲法上重大な問題があるこ
とを指摘した。 
(3) 公共放送のあり方 
 公共放送については、ＮＨＫの経営委員の
人選や、会長の任命をめぐって世間の関心が
ＮＨＫに集まったこともあり、放送法がＮＨ
Ｋの国家からの自由を確保するためにどの
ような工夫をしているか、その工夫に限界が
あるとしたらそれはどの点かを検討した。さ
らに、ドイツにおいても政治家が公共放送の
報道局長人事に介入するという事件が 2009
年に発生し、それがきっかけとなって公共放
送の内部に設置された監督機関のあり方に
ついて 2014 年 3 月に連邦憲法裁判所によっ
て違憲判決が下されたので、日本との比較の
ためこの判決について検討を加えた。 
(4) 放送概念 
 日本の法制度における「放送」と「非放送」
の区別について検討し、それをドイツやＥＵ
の区別と比較した。日本の場合、放送法から
のみでは両者の区別が明らかではなく、総務
省の省令や告示をみないとわからないとい
う点に表現の自由の観点からみて問題があ

ることを明らかにした。ドイツやＥＵでは、
ジャーナリズム的に編集されたサービスの
みが放送とされており、さらに監督を行うの
は政府から独立した機関となっている。 
日本の放送法制は、近代法の和風の着こな
しだという指摘がある。放送と通信の融合が
進む中、これからも和風の着こなしを維持す
るか、本格的な洋装に変えるのか、自覚的な
選択が必要であると指摘した。 
(5) 放送法解説書の刊行（準備中） 
 なお、この３年間には新放送法の概説書を
私が編者の一人となり、複数の研究者が執筆
者となって刊行するという計画もあり、ほと
んどの原稿はそろっているが、2015 年 3月末
までに完全に原稿が出そろうには至らず、刊
行までもっていくことができなかった。 
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